
平成３０年度

菊陽町下水道事業会計補正予算書（第２号）

熊本県菊池郡菊陽町





  （総　　則）
第　１　条　　平成３０年度菊陽町下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

  （収益的収入及び支出の補正）
第　２　条　　平成３０年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第１号）（以下「補正予算（第１号）」という。）第２条に定めた
　収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　目）

　第　１　款 事業収益 千円 千円 千円
　　第　１　項 　営業収益 千円 千円 千円
　　第　２　項 　営業外収益 千円 千円 千円
　　第　３　項 　特別利益 千円 千円 千円

　第　１　款 事業費用 千円 千円 千円
　　第　１　項 　営業費用 千円 千円 千円
　　第　２　項 　営業外費用 千円 千円 千円
　　第　３　項 　特別損失 千円 千円 千円
　　第　４　項 　予備費 千円 千円 千円

１ １
１０,０００ １０,０００

１,１４６,０７７ △６,８５０ １,１３９,２２７
１６７,８３２ ８,０００ １７５,８３２

６,９６０ ６,９６０

支　　　出

１,３２３,９１０ １,１５０ １,３２５,０６０

９０３,１６６ ３０,７３１ ９３３,８９７
４３８,３４１ △１４,９５２ ４２３,３８９

平成３０年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第２号）

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　入

１,３４８,４６７ １５,７７９ １,３６４,２４６
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  （資本的収入及び支出の補正）

（科　　　目）

　第　１　款 資本的収入 千円 千円 千円
　　第　１　項 　企業債 千円 千円 千円
　　第　２　項 　出資金 千円 千円 千円
　　第　３　項 　負担金 千円 千円 千円
　　第　４　項 　補助金 千円 千円 千円
　　第　５　項 　交付金 千円 千円 千円
　　第　７　項 　その他資本的収入 千円 千円 千円

　第　１　款 資本的支出 千円 千円 千円
　　第　１　項 　建設改良費 千円 千円 千円
　　第　２　項 　企業債償還金 千円 千円 千円
　　第　３　項 　投資 千円 千円 千円
　　第　４　項 　予備費 千円 千円 千円２,２００

８８,２８０
８２２

９４６,１２０
３４９,８５４
５９４,０２２

４４

１９,８９０
４９,２３４

△２５,９７６
△２５,９７６

第　３　条　　補正予算（第１号）第３条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３５９，４３７千円は、
　過年度分損益勘定留保資金７，６２０千円、当年度分損益勘定留保資金３１６，８２７千円、減債積立金２３，５９２千円及び
　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１１，３９８千円で補 するものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額
　に対して不足する額３７４，５６６千円は、過年度分損益勘定留保資金６，４３６千円、当年度分損益勘定留保資金３１８，０
　１１千円、減債積立金４０，２１４千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９，９０５千円で補 するものと
　する。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

５７１,５５４
２９２,２００

２,２００

△４１,１０５
△５,７００

△２,６００
△１７,０８５
△１５,７２０

８２２

９７２,０９６
３７５,８３０
５９４,０２２

４４

（補正予定額） （計）

収　　　入

支　　　出

６１２,６５９
２９７,９００
１２１,１２８

２２,４９０
６６,３１９

１０４,０００

１２１,１２８

（既決予定額）
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  （企業債の補正）
第　４　条　　当初予算第５条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を、次のとおり変更する。

  （議会の議決を経なければ流用することができない経費の補正）
第  ５  条　　補正予算（第１号）第４条に定めた経費の金額を次のように改める。

（科　　　目）

職員給与費

  （他会計からの補助金の補正）
第  ６  条　　補正予算（第１号）第５条中「１４０，７５７千円」を「１０８，７２０千円」に改める。　　

平成３１年２月２７日提出

菊陽町長 後　藤　三　雄

起債の目的
補正前 補正後

限度額（千円） 起債の方法 利率 償還の方法 限度額（千円） 起債の方法 利率 償還の方法

流域下水道事業分 9,600
証書借入

又は
証券発行

５％以内
４０年以内（据置期
間５年以内　半年賦
元利均等償還又は半
年賦元金均等償還）
ただし、企業財政そ
の他の都合により、
据置期間及び償還期
間を短縮し、又は繰
上償還若しくは、低
利債に借り換えるこ
とができる。

4,300

補正前に
同じ

補正前に
同じ

補正前に
同じ

流域関連公共下水
道事業分

166,000
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行なった後に
おいては当該見直し
後の利率）

165,600

計 297,900 292,200

（既決予定額） （補正予定額） （計）

　４６，０３４千円 ６０１千円 ４６，６３５千円

- 3 -



- 4 -



付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 事業収益 1,348,467 15,779 1,364,246

１．営業収益 903,166 30,731 933,897

１．下水道使用料 767,544 30,000 797,544 直接徴収分

２．他会計負担金 129,758 109 129,867 一般会計繰入金（雨水処理負担金）

４．その他営業収益 5,864 622 6,486 維持管理負担金（熊本市、合志市）

２．営業外収益 438,341 △ 14,952 423,389

１．受取利息及び配当金 44 44

２．他会計補助金 74,438 △ 14,952 59,486 一般会計繰入金（公共下水道事業）

４．長期前受金戻入 363,724 363,724

６．雑　収　益 135 135

３．特別利益 6,960 6,960

２．過年度損益修正益 1 1

３．その他特別利益 6,959 6,959

1,348,467 15,779 1,364,246

平成３０年度　菊陽町下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 事業費用 1,323,910 1,150 1,325,060

１．営業費用 1,146,077 △ 6,850 1,139,227

１．管渠費 358,223 500 358,723 委託料

２．ポンプ場費 15,533 15,533

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

23,821 △ 6,000 17,821 修繕費

４．処理場費 8,640 8,640

５．総係費 54,158 △ 1,350 52,808
職員給与費　50
委託料（大津菊陽水道企業団）300
下水道事業受益者負担金一括納付報奨金△1,700

６．減価償却費 685,702 685,702

２．営業外費用 167,832 8,000 175,832

１．支払利息 152,032 152,032

３．消費税及び地方消費税 15,300 8,000 23,300 消費税及び地方消費税申告納税額

４．雑支出 500 500

３．特別損失 1 1

４．過年度損益修正損 1 1

４．予備費 10,000 10,000

１．予  備  費 10,000 10,000

1,323,910 1,150 1,325,060支　出　合　計
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１資本的収入 612,659 △ 41,105 571,554

１．企業債 297,900 △ 5,700 292,200

１．企業債 297,900 △ 5,700 292,200 流域下水道事業債、公共下水道事業債

２．出資金 121,128 121,128

１．出資金 121,128 121,128

３．負担金 22,490 △ 2,600 19,890

２．受益者負担金 20,643 △ 2,600 18,043 下水道事業受益者負担金

３．工事負担金 1,847 1,847

４．補助金 66,319 △ 17,085 49,234

３．他会計補助金 66,319 △ 17,085 49,234 一般会計繰入金（汚水整備分）

５．交付金 104,000 △ 15,720 88,280

１．交付金 104,000 △ 15,720 88,280 社会資本整備総合交付金

７．その他資本的 822 822

　　収入 １．その他資本的収入 822 822

612,659 △ 41,105 571,554

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１資本的支出 972,096 △ 25,976 946,120

１．建設改良費 375,830 △ 25,976 349,854

１．施設費 375,830 △ 25,976 349,854 公共下水道事業△25,976

２．企業債償還金 594,022 594,022

１．企業債償還金 594,022 594,022

３．投資 44 44

１．投資 44 44

４．予備費 2,200 2,200

１．予備費 2,200 2,200

972,096 △ 25,976 946,120支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 42,300,046

　　　固定資産減価償却費 685,702,000

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） △ 50,493

　　　長期前受金戻入 △ 363,724,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 44,000

　　　支払利息 152,032,000

　　　未収金の増減額（△は増加） 20,532,233

　　　未払金増減額（△は減少） △ 7,368,764

　　　その他 △ 14,737,035

　　　　　小計 514,641,987

　　　利息及び配当金の受取額 44,000

　　　利息の支払額 △ 152,032,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 362,653,987

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 312,521,790

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 17,124,074

　　　交付金による収入 102,679,000

　　　受益者負担金・分担金による収入 17,948,240

　　　他会計補助金による収入 49,268,860

　　　他団体負担金による収入 1,847,000

　　　その他資本的収入 822,000

　　　基金積立 △ 44,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 157,124,764

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 262,000,000

　　　企業債の償還による支出 △ 594,021,158

　　　他会計出資金の受入 121,128,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 210,893,158

４　資金増減額 △ 5,363,935

５　資金期首残高 160,935,280

６　資金期末残高 155,571,345

平成３０年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

-
 
1
0
 
-



（１）総括

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

合計
特別職 一般職 報酬 給料 賃金

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

法定福利費
手当等 計

補
正
前

損益勘定
支弁職員

4 13,312 7,137 20,449 4,119 24,568

資本勘定
支弁職員

3 10,478 7,357 17,835 3,631 21,466

合　計 7 23,790 14,494 38,284 7,750 46,034

補
正
後

損益勘定
支弁職員

4 13,352

3 10,478

7,146 20,498 4,120 24,618

3,631 22,017
資本勘定
支弁職員

40

7,908 18,386

合　計 7

比

較

損益勘定
支弁職員

15,054 38,884

551

23,830 7,751 46,635

9 49 1 50

551

合　計 40

資本勘定
支弁職員

601

時間外手
当

552

扶養
手当

551

通勤
手当

住居
手当

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

補正前 5,683

5,683 3,856

3,847

9

管理職
手当

児童
手当

用地交渉
手当

560 600 1

日直
手当

2,178 892 289 393 660

551

地域
手当

給　与　費　明　細　書

比較

補正後 2,729 289 552 393 660892

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

普通昇級に伴う増加分 40
給料 40

給与改定に伴う増減分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

その他の増減分 ―

その他の増減分 560 勤勉手当　　  9
時間外手当　551

職員手当等 560

制度改正に伴う増減分 ―

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

-
 
1
1
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,593,061

減価償却累計額 58,234,725 87,358,336
ハ構築物 23,614,538,206

減価償却累計額 3,914,559,450 19,699,978,756
ニ機械及び装置 785,907,089

減価償却累計額 415,188,355 370,718,734
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,514,350 79,377
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 1,708,203 620,270
ト建設仮勘定 148,136,816

有形固定資産合計 21,998,749,873
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 756,156,840
無形固定資産合計 756,156,840

(3) 投資その他資産
イ基金 172,930,607

投資合計 172,930,607
固定資産合計 22,927,837,320

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 155,571,345 155,571,345
(2) 未収金

イ営業未収金 82,847,997
ロ営業外未収金 0
ハその他未収金 1,075,290
ニ貸倒引当金 △ 2,491,507 81,431,780

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4) その他流動資産 370,164 370,164

流動資産合計 237,551,549
資産合計 23,165,388,869

平成３０年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（平成３１年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
2
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 6,877,204,227 6,877,204,227

固定負債合計 6,877,204,227

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 581,865,319 581,865,319

(3) 未払金
イ営業未払金 23,310,300
ロ営業外未払金 10,281,750
ハその他未払金 54,356,000 87,948,050

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,158,000
ロ法定福利費引当金 626,000 3,784,000

(5) その他流動負債
イ預り金 12,692,420 12,692,420

流動負債合計 686,289,789

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,282,242,092
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,521,759,225

繰延収益合計 11,760,482,867
負債合計 19,323,976,883

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 611,765,000
ハ組入資本金 405,860,059 2,733,206,032

資本金合計 2,733,206,032

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,618,261
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 9,204,551
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 120,741,551

･その他未処分利益剰余金変動額 (40,214,000)
･繰越利益剰余金 (38,227,505)
･当年度純利益 (42,300,046)

利益剰余金合計 252,587,693
剰余金合計 1,108,205,954
資本合計 3,841,411,986
負債資本合計 23,165,388,869

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
3
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　８～３７年
　　　構築物　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　６～３５年
　　　車両運搬具　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は２，５４４，０００千円である。

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。
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ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等
イ． 平成３０年度予定（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 866,320,371 8,026,852 874,347,223

営業費用 1,067,063,652 40,695,327 1,107,758,979

営業損益 △ 200,743,281 △ 32,668,475 △ 233,411,756

経常損益 33,461,330 2,395,197 35,856,527

セグメント資産 22,407,515,476 757,873,393 23,165,388,869

セグメント負債 18,771,569,701 552,407,182 19,323,976,883

その他の項目

他会計繰入金 35,987,000 23,499,000 59,486,000

減価償却費 655,868,000 29,834,000 685,702,000

特別利益 6,444,519 0 6,444,519

特別損失 1,000 0 1,000

ロ． 平成３０年度予定（平成３１年３月３１日）
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 130,253,434 △ 9,511,883 120,741,551

その他未処分利益剰余
金変動額 40,214,000 0 40,214,000

繰越利益剰余金 50,134,585 △ 11,907,080 38,227,505

当年度純利益 39,904,849 2,395,197 42,300,046

事業の内容

公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備

農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

325,479,200 4,166,664 329,645,864
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